
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券・・ 償却原価法によっている。
その他有価証券　・・・ 時価法によっている。

建物付属設備　・・・ 定額法によっている。
什器備品　　　・・・ 定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
賞与引当金　　・・・ 役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期

に帰属する額を計上している。
退職給付引当金・・・ 退職手当支給規則の廃止に伴い、2011年5月末日時点の要支給額

に、退職給付引当資産に係る2012年10月1日以降の税引後受取利息
相当額を加算した額を計上している。

（４）消費税等の会計処理  
税抜方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　目

特定資産
　退職給付引当資産

合　計　

３．特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目

特定資産
　退職給付引当資産

合　計　

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　　目

建物付属設備
什器備品
             合　計

1,422,436

4,432,090 3,237,704

3,885,378

(19,258,816)

2,462,942

（単位：円）

8,317,468

19,258,488 328 0 19,258,816

（うち負債に
対応する額）当期末残高

19,258,488 328

一般財団法人　国際開発機構

財務諸表に対する注記

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（２）固定資産の減価償却の方法

（単位：円）

0 19,258,816

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（単位：円）

当期末残高

19,258,816 -              

取得価額 減価償却累計額

-              

(19,258,816)

5,700,646 2,616,822

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

1,194,386

19,258,816 -              -              



５．引当金の増減額及びその残高
引当金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

流動負債
　賞与引当金
固定負債
　退職給付引当金

６．資産除去債務の増減額及びその残高
賃貸借契約終了時に原状回復義務のある賃借事務所に係る原状回復費用見込額の増減額及び残高
は、次のとおりである。なお、その計上は敷金・保証金を減額する方法によっている。

科　　　　目

固定負債
　資産除去債務

合　計　
2,691,638

2,420,157      271,481 0 2,691,638

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0

2,601,441      

（単位：円）

目的使用
当期末残高

19,258,81619,258,488 328 0

2,559,9122,559,912 2,601,441      

2,420,157      271,481

科　　　　目 前期末残高 当期増加額
当期減少額


